
○市内中小製造業の事業承継を巡る現状と問題を整理し、円滑な事業承継に向けた課題を分析することで、本市の
モノづくり企業の事業承継支援施策立案の資料とする。
○市内モノづくり企業３,０６８社を対象にし、５８９社（回答率19.2%）の回答を得た。
○従業員規模別では４人以下が４３％と最も多くを占め、１９人以下が７割を超えている。
○創業からの業歴は、５０年以上の企業が３割を超え、３０年以上の企業が７割強。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

従業員規模構成 創業からの業歴

１．概要＜事業所＞

100人以上 無回答 ５年未満 ５年以上１０
１０年以上２

資料１

資料：東大阪市委託「東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査」(2016年3月 東大阪商工会議所）

4人以下

43.0%

5～9人

17.3%

20～49人

16.3%

10～19人

14.1%

50～99人

4.8%

3.7% 0.8% 1.2% 年未満

3.4%

１０年以上２

０年未満

7.3%

２０年以上３

０年未満

13.4%

３０年以上４

０年未満

14.8%

４０年以上５

０年未満

26.5%

５０年以上

33.4%

（n=589） （n=589）
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○現在の経営状況は、「順調（とても順調・やや順調）３６.０％」、「不調（やや不調・とても不調）３９.７％」
であり、不調と答えた企業の割合の方が多い。
○従業員規模別の経営状況では、従業員規模が大きくなるについて「順調（とても順調・やや順調）」の占める割合
が増加する。
○従業員４人以下の企業では、過半数以上（５８.８%）が不調（やや不調・とても不調）。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

現在の経営状況 現在の経営状況（従業員規模別）

１．概要＜事業所＞

とても順調

5.9%

無回答

1.0% 2.8%

5.9%

16.2%

30.1%

20.9%

23.3%

29.6%

23.1%

29.2%

16.6%

1.2%

1.0%

4人以下

全 体

（n=589）

5.9%

やや順調

30.1%

どちらともいえ

ない

23.3%

やや不調

23.1%

とても不調

16.6%

1.0%

20.0%

18.2%

7.1%

9.4%

8.4%

4.9%

2.8%

40.0%

45.5%

64.3%

37.5%

42.2%

34.3%

16.2%

0.0%

36.4%

14.3%

25.0%

30.1%

22.5%

20.9%

20.0%

10.7%

20.8%

14.5%

24.5%

29.6%

20.0%

3.6%

6.3%

4.8%

11.8%

29.2%

1.0%

2.0%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

100人以上

50～99人

20～49人

10～19人

5～9人

人以下

とても順調 やや順調 どちらともいえない やや不調 とても不調 無回答

（n=589）
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○現在の経営者の年齢は、６５歳以上の割合が４８.６％で約半数近くを占めている。
○就任してからの年数は、２０年以上が５３.０％と半数以上を占める。
○創業者の割合が４１.６％と最も高い。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

経営者の年齢 経営者に就任してからの年数

１．概要＜経営者＞

14.4%

8.5%

4.2%

７０－７４歳

７５－７９歳

８０歳以上

２０年以上

５－９年

14.8%

０－４年

11.5%

（n=589）

0.2%

2.7%

7.1%

8.1%

9.0%

10.9%

13.4%

21.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

無回答

３９歳以下

４０－４４歳

４５－４９歳

５０－５４歳

５５－５９歳

６０－６４歳

６５－６９歳
53.0%

１５－１９

年

9.8%

１０－１４

年

10.9%

創業者

41.6%

２代目

39.0%

３代目

12.4%

４代目以上

7.0%

何代目の経営者

（n=589）

（n=589） 3



○先代から事業承継をおこなったのは、今から１０年以上前が５８.４%と半数以上を占め、他方、２年以内は
６.７％となっている。
○事業承継時に困ったことや課題では、「借入金の個人保証の引継ぎ」、「取引先との関係維持」、「自社株式の買
取り」を上げる企業が多い。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

事業承継を行ったのは、今*から何年前 事業承継時に困ったことや課題

１．概要＜事業承継＞

２年以内

6.7%
22.9%

24.1%

39.2%

自社株式の買取り

取引先との関係維持

借入金の個人保証の引継ぎ
（n=166）

１０年以上前

58.4%
５－１０年以

内

20.6%

２－５年以内

14.2%

1.2%

9.6%

1.2%

6.6%

7.8%

10.8%

12.7%

15.1%

17.5%

19.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

その他

自社の株主からの理解

事業用資産の買取り

親族間での争い

先代の退職金

役員・従業員の士気低下、理解

経理面での透明性

相続税、贈与税の負担

金融機関との関係維持

*平成２７年９月時点

（n=344）
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○今後の事業承継の予定では、「後継者決定、事業を承継をする」が３割弱を占める。一方、「事業継続の意思無
し」の２割は廃業を視野にいれている。
○「後継者候補がいないが、承継の意思あり」と答える、後継者不足に悩む企業が１割強存在する。
○「順調（とても順調・やや順調）」の企業でも、「事業継続の意思なし」や「後継者候補がいないが、承継の意思
あり」が一定割合存在し、後継者不足の状況がみてとれる。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

今後の事業承継の予定 事業承継の予定（経営状況別）

２．事業承継の予定

後継者決定、事業

M&Aによる売却

検討

1.7%
無回答

8.1%

5.7%

20.0%

37.1%

29.5%

25.7%

17.8%

8.6%

13.9%

5.7%

1.7%

11.4%

8.8%

5.7%

8.1%

とても順調

全 体

（n=589）

後継者決定、事業

を承継する

29.5%

事業継続の意思無

し

20.0%

後継者未決定、候

補有り

17.8%

候補なし、承継意

思有り

13.9%

後継者必要無し

8.8%

8.1%

33.3%

52.0%

19.9%

17.5%

6.8%

16.7%

14.3%

26.5%

32.8%

36.7%

33.3%

13.3%

14.0%

12.4%

25.4%

12.2%

21.3%

14.6%

10.2%

2.2%

1.5%

1.7%

3.1%

6.6%

11.7%

11.3%

16.7%

5.1%

9.6%

9.5%

7.9%

無回答

とても不調

やや不調

どちらともいえない

やや順調

事業継続の意思無し 後継者決定、事業を承継する 後継者未決定、候補有り
候補なし、承継意思有り M&Aによる売却検討 後継者必要無し
無回答

（n=589）
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○後継者候補は、「息子・娘・娘婿」が７６.７％、「息子・娘・娘婿以外の親族」が１１.１%を占め、多くが親族
を後継者候補としている。他方、「親族以外の役員・従業員」が１６.５％と一定の割合が存在している。
○事業承継をする時期は、８割弱が「１０年以内」を予定しており、さらに「４年以内」を予定する企業は３割強。
○しかし、事業承継の準備が十分でない企業が９割にのぼり、何を準備すべきかわからない企業も存在している。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

後継者（候補）について いつ、事業承継をする予定か

２．事業承継の予定

76.7%息子・娘・娘婿

４～１０年

以内

１０年以上

先

１年以内

6.1%
無回答

3.6%

（n=279）

1.4%

2.2%

11.1%

16.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

社外の第三者

息子・娘・娘婿以外の親族

親族以外の役員・従業員
以内

42.7%

１～４年以

内

29.7%

17.9%

1.8%
1.1%
1.1%

8.6%
10.8%

32.6%
44.1%

無回答
その他

何を準備すべきかわからない
十分している
全くしていない

あまりしていない
ある程度している

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

事業承継に向けた準備状況

（複数回答）

（n=279）

（n=279）
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○従業員規模別の事業承継の準備状況で、従業員「９人以下」では「あまりしていない」、「まったくしていない」
「何を準備すべきかわからない」が過半数以上を占めている。
○一方、従業員「１０人以上」では「十分している」、「ある程度している」が６割程度を占め、従業員規模が小さ
くなるほど、きたるべき事業承継への準備が進んでいない。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

事業承継に向けた準備状況（従業員規模別）

２．事業承継の予定

5.6%

8.6%

36.6%

44.1%

40.8%

32.6%

11.3%

10.8%

2.8%

1.1%

1.4%

1.1%
1.4%

1.8%

4人以下

全 体

（n=279）

0.0%

15.4%

21.1%

9.5%

7.4%

7.1%

66.7%

46.2%

42.1%

50.8%

51.9%

37.5%

30.8%

31.6%

23.8%

24.1%

42.9%

33.3%

5.3%

12.7%

11.1%

10.7%

1.9%

1.6%

1.9%

7.7%

1.6%

1.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

100人以上

50～99人

20～49人

10～19人

5～9人

十分している ある程度している あまりしていない 全くしていない 何を準備すべきかわからない その他 無回答
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○廃業を考えた理由に、「将来性が無い」、「需要・発展性が無い」と外部環境をあげる企業が５割弱を占める。
○しかし、「息子・娘に継ぐ意思がない」など後継者不足の内部環境をあげる企業も５割弱を占めている。
○従業員４人以下の企業は、多数（９２.４%）が廃業を考えている。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

廃業について

２．事業承継の予定

26.3%

44.9%

息子・娘に継ぐ意思がない

将来性が無い

5～9人

10～19人

1.7%

無回答

0.8%

廃業について（従業員規模別）
（n=118）

0.8%

3.4%

1.7%

1.7%

4.2%

16.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

その他

従業員の確保が難しい

需要・発展性が無い

息子・娘がいない

後継者が見つからない

4人以下

92.4%

5.1%

（n=118）

8



○事業承継を行う理由は、「従業員の雇用を守るため」、「取引先との関係」、「技術・ノウハウを守るため」が
上位を占める。
○事業承継の相談相手は、日頃取引を密に行っている「税理士・公認会計士」が４割。
○一方、「相談していない」企業が３割超存在している。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

事業承継していく理由

３．事業承継について

事業承継について、相談している相手

60.9%

63.3%

取引先との関係

従業員の雇用を守るため

14.4%

31.8%

42.3%

他社の経営者

親族

相談していない

税理士・公認会計士
（n=471）

（n=471）

4.9%

8.9%

22.3%

22.7%

43.7%

0.0% 10.0%20.0% 30.0%40.0% 50.0%60.0% 70.0%

その他

金融機関との関係

親族への資産継承のため

事業に将来性があるため

技術・ノウハウを守るため

13.6%

1.5%

0.4%

1.5%

1.7%

2.1%

4.0%

5.1%

9.6%

10.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

その他

公的機関

中小企業診断士

弁護士

商工会議所

経営コンサルタント

親族以外の役員・従業員

取引金融機関

他社の経営者

（複数回答） （複数回答）
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○従業員「９人以下」では「相談していない」が４割弱を占め、事業承継を円滑に進めることができない要因の
一つになっていると考えられる。

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

事業承継について、相談している相手（従業員規模別）

３．事業承継について

（n=471）

38.5%

26.4%

42.3%

1.0%

1.7%

2.1%
0.7%

1.5%

2.1%

2.1%

4.0%

8.3%

2.8%

9.6%

2.1%

0.7%

2.1%

1.0%

0.4%

8.3%

8.3%

10.4%

12.5%

12.5%

14.4%

3.1%

2.1%

5.1%

1.0%

2.1%

1.5%

36.5%

37.5%

32.8%

12.5%

23.6%

13.6%

5～9人

4人以下

合計

10

50.0%

54.5%

53.6%

51.0%

56.8%

9.1%

3.6%

2.1%

2.5%

1.0%

4.5%

2.1%

1.2%

25.0%

9.4%

4.9%

18.2%

10.7%

19.8%

8.6%

4.5%

3.6%

2.1%

3.7%

2.1%

1.0%

9.1%

14.3%

14.6%

11.1%

4.5%

17.9%

19.8%

16.0%

4.5%

14.3%

10.4%

3.7%

2.1%

1.2%

1.0%

25.0%

22.7%

14.3%

28.1%

29.6%

25.0%

9.1%

14.3%

6.3%

6.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0%

無回答

100人以上

50～99人

20～49人

10～19人

税理士・公認会計士 弁護士 中小企業診断士 経営コンサルタント 取引金融機関
商工会議所 公的機関 他社の経営者 親族 親族以外の役員・従業員
その他 相談していない 無回答



・担当の税理士がいなかった
・株価の算出方法
・仕事のマニュアル化
・経営のコンサルタント
・事業をおこなっていくためのノウハウ
・事業承継時の相続税軽減
・少なくとも予備知識は欲しい
・承継後も先代がそばに居り、折に触れ相談することが

東大阪市内製造業の事業承継の実態に関する調査 － まとめ －

４．フリーアンサー
○事業承継について、必要な支援や意見について○あれば良かった、スムーズに事業承継が行えたと思う

支援策について

・個人的には承継を望むが諸問題が多い
・後継者どころか、従業員がきてくれるかが心配
・従業員の確保、従業員の雇用
・技術の習得に時間がかかる
・借入金が多いため、事業承継者を見つけにくい
・経営者の重大事項として考え、後継者の教育にあたる
・株式の買取は課題である
・借入金の代表者個人保証の問題・承継後も先代がそばに居り、折に触れ相談することが

できた
・社内に相談する人材が欲しい
・事業承継講座のようなもの
・同族会社のため、人事面と組織面に関して勉強をもっ
としたかった
・親族間株式の買取補助
・株式売買における資金調達支援
・承継前に仕入先、売り先の関係構築、従業員との
相互理解
・銀行が経営計画・資産計画の支援をしてくれた
・事業引継資金の援助とアドバイス
・経営基盤の堅固さ
・公的（双方）の中立の立場で立ち会える行政書士、会
計士の立会人の派遣制度があればよい

・借入金の代表者個人保証の問題
・後継者への経営手法の指導
・Ｍ＆Ａは有力な手段、マッチングを手伝って欲しい
・事業承継についてのセミナーなどを開催して欲しい
・資金の補助、経営のアドバイス支援
・事業承継セミナー、Ｍ＆Ａセミナー
・副社長的な存在が必要
・製造業向けの社員教育マニュアルが欲しい
・いろいろな承継方法とそれぞれのメリット・デメリッ
トなどの情報提供
・何から始めたらよいか分からない
・後継者に対して親切なアドバイザー
・いろいろな問題があり大変であるが１０年以上前から
準備・計画していたので何とか引継ができた
・後継者はいるが技術を覚えるのに相当な時間がかかる
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